
⽇本⾃動⾞部品⼯業会と連携した、サプライチェーン全体への適正取引の浸透活動

l 7⽉18⽇ 適正取引のさらなる推進と⾃動⾞産業の競争⼒の強化に向け
⼀層連携を深めていくことを確認

l 8⽉21⽇ 適正取引セミナーを開催 約500名が参加



⾃⼯会
14社

理事企業
48社

各⽀部
運営委員会等
参加 約90社

部⼯会 会員企業 440社

部⼯会外
約6,000社

素形材
12,000社

連携を強化し浸透

l ⾃⼯会と部⼯会がより⼀層連携を強め、⼀枚岩となって取引適正化に向けた取り組みを加速
l ⾃動⾞産業全体の競争⼒向上のための活動に共に取り組む



lお取引先様の不利益の回復処置と再発防⽌

l⾃主⾏動計画/徹底プランの改訂

l会員企業トップによるパートナーシップ構築宣⾔の更新

取引適正化に向けた対応策

＜パートナーシップ構築宣⾔＞ 
 事業者がサプライチェーン全体の付加価値向上、共存共栄を⽬指し、会員企業のトップが宣⾔するもの

＜⾃⼯会 ⽅針＞ 
・原材料費/エネルギー費の上昇分について、適切なコスト増加分の全額転嫁を⽬指す
・労務費について、仕⼊先様と⼗分に協議のうえ適正に価格転嫁




